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代表取締役副社長の椎名でございます。 
それでは、第１四半期の決算についてご説明いたします。 
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最初に、第１四半期決算の全体状況をお話しします。 

・受注高は、前年同期比で676億円の増 

・売上高は、前年同期比で226億円の増収 

・営業利益は、前年同期比で96億円の増益 

・税金等調整前純利益や四半期純利益についても、前年同期比で増益 

 

詳細は次ページ以降で説明いたしますが、 
対前年同期比で受注高・売上高・各段階利益 が全てプラスの結果となり、 
通期予想の達成に向けて順調なスタートを切ることができました。 
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次に受注高の状況です。 
国内外すべてのセグメントで増加となりましたが、特に大きいのはP&Fです。 

 

P&Fは、昨年度大型受注案件の反動減があったものの、今期も既存案件の更改を着実に獲得
し、対前年同期比で大きく増加しております。 

 

また、GBは為替影響による増加が約30億円含まれますが、オーガニックでも着実に成長をして
おり増加しています。 

 

受注高の通期予想は対前年比で＋1.5％としている一方、第1四半期では＋15.5％と 
大幅な伸びとなりましたが、当社の受注高は、お客様との契約締結時に計上するのが基本で、 
そのタイミング次第では、ある四半期の実績が非常に大きくなったり、またその逆もあります。 

 

第1四半期で受注計上した案件のほとんどは通期予想に織り込み済みのものですから、 
計画を大幅に上回っているものではないとご理解ください。 
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次に売上高の状況です。 

 

受注同様に国内外すべてのセグメントで増収となりました。 

 

一番増収幅が大きいGBは139億円の増収となっております。 
為替影響が約50億円弱含まれますが、ソリューションズやeveris、EMEAの 
現地通貨ベースでのオーガニックグロースが主に増収に貢献しています。 

 

P&Fは、単体の金融分野における売上増等であり、 
EITは、テレコム分野向けの減収影響を、ユーティリティや流通・サービス分野向け等で 
カバーし、それぞれ増収となっております。 

 

売上高につきましても、対前年同期比で通期予想の増収率を上回る 
当第1四半期の実績となりましたが、 

既存大規模案件の縮小更改の影響を一過性の売上計上案件でカバーしたものであり、 
ほぼ計画通りの結果であると認識しています。 
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営業利益についても国内外すべてのセグメントで増益となりました。 

 

不採算案件の当第1四半期の発生額は、前年同期比で61億円減の12億円となりました。 
P&Fにおける増益要因のほとんどが、不採算案件の減少によるものになります。 

 

なお、一昨年度から継続してご報告している既存６案件については、 
カットオーバー前の案件が残り１案件となっておりますが、不採算額は拡大しておりません。 

 

またEITについては、先ほど売上高でご説明しました増収要素が、 
着実に利益に結び付き増益となっております。 

 

一方、GBは増収にともなう増益はあるものの、為替影響によりのれんの償却費負担も 
増えたことから、ほぼ前期並みの結果となりました。 
通期で黒字化の当初目標を達成するため、更なる売上と利益の確保に努力してまいります。 

 

売上同様、コスト面に関してもほぼ通期予想に織り込んだ内容に沿っていますので、 
営業利益もほぼ計画通りの結果であると認識しています。 
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ここからは、セグメント別に業績のポイントをご説明します。 
最初にP&Fの状況となります。 

 

受注について、対前年同期比で大幅に増加となっておりますが、 
既存案件の更改受注が中心で新規はそれほど多くないため、 
売上の通期予想を上方修正するような内容ではありません。 

 

また、営業利益についても大幅な増加となっておりますが、 
既存大規模システムの縮小更改といったマイナス影響を、 
不採算案件の減少と増収に伴う増益効果でカバーしたものであり、 
計画どおりの進捗であります。 
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E-ITは、売上高、利益等で好調な状況です。 

 

売上高については、テレコム分野向けの減収影響はありましたが、 
ユーティリティ分野での制度変更、及び流通・サービス分野での 
オムニチャネル戦略等に伴うＩＴ投資の増加により、増収となっております。 

 

営業利益では、増収効果に加え、利益率の改善もありますが、 
採算性の異なる案件のミックスの違いによるものであり、 
今後も同様に利益率が改善していくとは言えませんが、計画通りの進捗ではあります。 
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S&Tは、 

受注高については、前期並みでありますが、 
売上高については、P&F、E-IT等との連携が促進し、 
他カンパニー向けのグループ内売上が増えたことにより増収となっております。 

 

営業利益についてはEIT同様、増収効果に加え利益率の改善もあり、 
ほぼ計画通りの進捗とご理解ください。 
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ＧＢは、 

為替影響もありますが、海外子会社のオーガニックな成長によって、 
受注高、売上高についても対前年増となっております。 

 

営業利益については、為替影響により、のれん償却後の営業利益は前期並み 
となっておりますが、のれん償却前では増収に伴う増益となっております。 

 

のれん償却後営業利益で黒字化、という通期予想に向けては、 
当第1四半期でマイナス23億円の赤字ですので、 
若干弱めのスタートになったと感じています。 
第2四半期以降、目標達成に向けてより努力していきたいと思います。 
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通期の業績予想についてご説明いたします。 

 

受注・売上・利益ともに、繰り返しになりますが、当第1四半期は通期予想に対して 
ほぼ予定通りの進捗です。 

 

通期予想は、カーライル・アンド・ガラガー・コンサルティンググループを買収した効果により、 
受注・売上は多少上振れる可能性があるものの、 
その他不確実性も踏まえ、変更しておりません。 

 

なお、当第1四半期でも金額は小さいながらも新たな不採算案件が発生しており、 
一部不安要素もありますが、大きな問題にならないようコントロールしてまいります。 
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続きまして、当社を取り巻く事業環境や当第1四半期での主なトピックスについて、 
ご説明いたします。 

 



まず、P&Fの事業環境になります。 

 

公共分野においては、社会保障・税番号、いわゆるマイナンバー制度については、 
2016年1月の利用開始に向けて、政府・自治体・金融機関・民間企業で導入に向けた需要が 
増えてきており、あるいはセキュリティ分野での需要増が期待される状況ですが、 

一方、公共分野全体の環境という意味では、引き続き、入札等における競争激化や 
コスト削減要求の高まりにより厳しい市場環境という認識であり、 
まだ大きな伸びには至らないだろうと見ております。 

 

金融分野においては、全般的にIT投資に対する積極的な動きが多い状況であり、 
特に金融機関の決済システム24時間・365日化に対応するための新たなIT投資への 
動きが見られます。 
また、例えば大手銀行では、規制緩和対応やグローバル展開を契機としたIT投資が 
見込まれます。 
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地方銀行では、活発化してきている地銀再編の動きや、インターネットバンキングへの 
セキュリティ強化ニーズが現れております。 

 

また、クレジット分野や決済サービスについては、2020年に向けたキャッシュレス決済推進の 
取り組みが加速していく等、決済の高度化ニーズが高まっております。 
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E-ITの事業環境については、 
国内景気の全般的な見通しは依然不透明なため、全般的にはIT投資に対し 
慎重な姿勢となっていますが、その中でも、一部の領域ではIT投資が活発化しております。 

 

テレコム業界は、依然変わらずコスト削減要求は強く、厳しい状況に変化はありませんが、 
ユーティリティ業界においては、電力システム改革等の市場変化によるＩＴ投資や、 
流通業においては、オムニチャネル戦略による売上拡大を目的としたＩＴ投資や、 
外国人観光客向けビジネスなどは堅調です。 

 

Ｓ＆Ｔの事業環境については、 
ネットワーク分野は、ＢＣＰ対策需要に加え、光コラボレーション等を背景に 
引き続き堅調な状況です。 
また、様々なクラウド環境を連携するハイブリッド、マルチクラウドのニーズや、 
ビッグデータについても案件化が進んできており、今後の期待領域と考えています。 
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グローバルビジネスの事業環境です。 

 

北米については、経済の見通しは明るく、IT投資についても、 
主に企業部門で堅調な需要があります。 

 

EMEAについて、 
・イタリアは、依然として厳しく、短期的にIT支出の回復は期待できません。 
・一方でドイツ・イギリスでは、ITサービス市場は引き続きプラス成長となっています。 

 

スペイン・中南米地域について、 
・スペイン経済は回復期にあり、ITサービス市場についてもプラス成長が見込まれます。 
・中南米地域の経済は全体として減速傾向にあるものの、 
 ITサービス市場は政府による公共部門向けの需要があります。 

 

ソリューションズは、SAPビジネスを担う当社グループ会社群になりますが、 
ITサービス市場は堅調に伸びています。 

 

事業環境については以上です。 
最後に、最近の当社グループのトピックスをいくつかご紹介したいと思います。 
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まず、P&Fです。 
公共の上下水道分野において、IoT技術による情報収集や、ビッグデータ分析の領域で 
IT活用の有効性が確認できたことから、その中核となるIoTクラウド基盤の構築を決定し、 
上下水道事業向けIoTサービスを開始することといたしました。 
 
また金融分野では、 
きらやか銀行様への勘定系共同利用サービスの提供をこの5月に開始したことや、 
地銀共同センター参加14行と大規模災害発生時における相互支援協定を 
締結したことが事例としてあげられます。 
 
次にEITですが、 
新電力小売事業者向けに、電力事業立ち上げ前のコンサルティングサービスから、 
電力事業に必要となるアプリケーションプラットフォーム、コールセンターや収納代行などの 
各種BPOサービスまで、トータルにサポートを行うサービスの提供を開始し、 
また、その中で電力小売事業に必要な需給管理・CISの業務・機能を備えたクラウドサービスを 
当社、富士電機、協和エクシオの3社で協業し提供することで合意しました。 
 
さらには、先ほどご紹介したIoT技術について、製造業向けにも、 
サービスの創出を推進しており、産業用3Dプリンターの保守メンテナンス業務に 
IoTテクノロジーを適用し、業務高度化を実現するサービスの検証を開始しております。 
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続きましてS&Tですが、 
当社のビッグデータ分析活用に伴うデータ加工・集計支援サービスである 
「ビズエクサース BA アナリティクス フレームワーク」が、キリン様において 
作業負荷の軽減や操作の有用性、それに伴うコスト面でのメリット、 
高い拡張性等が認められたことにより採用され、6月より本格運用を開始しました。 
 
また、金融業界向けのコンタクトセンターサービスを始め、バックオフィス、 
事務処理などを含めた、より広範囲なBPOサービスを提供するため 
青森市内に新センター「青森マデーニBPOセンタ」を開設しました。 
 
最後にグローバルビジネスです。 
北米では、金融業務に特化したコンサルティングやシステム導入サービスに強みを持つ、 
カーライル・アンド・ガラガー・コンサルティンググループを子会社化しました。 
これにより、これまで以上に銀行分野、資産管理・運用分野などの業界専門知識を 
必要とするサービス展開を推進していくことが可能となります。 
 
またeverisグループでは、スペインを中心にフランス、中南米地域において有料道路、 
テレコム関連設備の敷設や、維持管理等を手掛けるアベルティス社に対して10年間にわたる 
財務・経理業務、人事業務等BPO、ユーザーサポート等のサービスの提供を開始しました。 
 
以上で私の説明は終了いたします。どうもありがとうございました。 
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